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1.は じ め に
日本全体の森林面積は2,510万haであ り,国土面積3,779万haの3分の2を 占めている。
このうち,約4割 が人工林 となっている。これらは,戦 後の拡大造林 によるものであ り,そ
の多 くはいまだ間伐等の施業が必要な育成段階にあるものの,木 材 として本格的に利用可能
となるおおむね50年生以上(高 齢級)の 林分が年々増加 している')。
ところが,木 材価格の低迷による収益低下やそれに伴 う森林所有者の施業意欲の低下,担
い手不足,過 疎化や高齢化等によって,林 業を維持することが困難 となってきてお り,全国
的に管理放棄 された人工林(荒 廃林)が 拡大 している。今後,こ のまま森林が維持管理 され
ずに放置されると,森林の持つ多面的機能が十分 に発揮されな くなることが危惧 されている。
さらに,地 域類型別に全国の森林資源の保全状況(表1)を 見てみると,都市的地域におい
て 「保全 していない」 という集落の割合が他地域 よりも相対的に高いことか ら,特 に都市部
において森林の維持管理が喫緊の課題 となっている2)。
一方,国民の環境問題に対する関心の高まりを背景 として,近 年,全 国的に森林の維持保




広がってお り,その実施個所数は年々増加 している(表2)。企業の森の仕組み としては,




ては,地域資源を農業集落の共有資源 と位置付け,地域住民が主体 となって維持 ・保全 してい くもの
であるとし,具体的には土砂崩れ防止や水源林確保のための植林や里山の保全等を挙げている。
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表1地 域類型別にみた森林資源の保全状況(全国)
保全 している 保全 していない 計実数 比率 実数 比率
都市的地域 1,844 10.6% 15,495 89.4% 17,339
平地農業地域 3,448 16.0% 18,045 84.0% 21,493
中間農業地域 ... 21.3% 32,991 78.7 41,909
山間農業地域 6,050 23.5 19,676 76.5 25,726
全国 20,260 19.0% 86,207 81.0% 106,467
出所)2010年世界農林業 センサス報告書 第7巻 農 山村地域調査報告書 一都道府県編一
注)(1)森林のあ る農業集 落における森林資源 の保全状況 を表す。




して活用 し,普段の森林管理を地元の森林組合等 に委託 して,そ の費用負担を企業が行 う形
となっている3)。
これ らの企業の森は,中 山間地域対策 として始 まったが,企 業にとってはCSRの一環 と
して多種多様 な形で進められている4)。また,都 市近郊地域の方が多 くの人の目に触れる可
能性があることから,企業の森は,よ り大 きな宣伝効果が期待で きる比較的都市部に近い地
域に集中している5)。こうした地域 における実施は,ボ ランティア団体や都市住民等 にとっ
ても交通の便が良いことから,多様な主体による参画の可能性を持つ。このように,企業の
森をうまく運営することができれば,都 市近郊地域 における森林の維持管理問題 に一定の歯
止めをかけることがで きるのではないかと考えられる。
3)地 域 の経 済(2009年)http:〃www5.cao.go.JP/J-j/cr/crO9/chrO9_2-2-5.htmlを参 考 。
4)CSRの 一 環 と して の企 業 の 森 づ く り に関 して は,小 林 ほか[3][4],中 尾 ほ か[8]を 参 照 。
5)企 業 の 森 が 比 較 的 都 市 部 に近 い 地 域 に集 中 して い る こ と につ い て は,小 林 ほ か[3]p280を 参 考 。
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すなわち,多 くの文献では,森 づ くりが一過性の取組で終わるというのでは意味がないと
いう視点か ら,その持続性が大 きな課題 として指摘 されている。森づ くりの持続性 とい う場
合には,特 に①地域住民の積極的な参加,② 長期的な資金の確保,③ 多様 な主体 によるマン
パワーの確保(労 働力の確保),④コーディネーターや中間組織(多 様 な主体の調整役)の
育成及び構築,⑤ 森づ くりの効果の評価手法の開発等が重要な課題 として挙げられている7>。
本稿で取 り上げる森づ くりはまだ始 まったばか りであるため,そ の規模 は小 さいが,先 行
研究で挙げられている課題 と同様,資 金及びマンパワー,運 営者の確保 などに直面 している。
こうした課題を克服 して,持 続的に森づ くりを進めていくためには,地 域の林業部門 と連携
し,森林資源である木材の認知度を高めるとともに,森づ くりを地域住民が主体の地域振興
策 として位置付けることが重要となる。この点に関 して,先行研究では財政的に厳 しい 自治
体が少な くないことか ら,企業の森づ くりに期待する面が大 きく,地域の林業部門や地域振
興策に踏み込んだ議論はあまりなされていない。
本稿では,こ れらの点を踏まえて,都 市近郊地域 における森づ くりの今後の方向性につい
て検討することを課題 とする。具体的には,まず統計を用いて都市的地域に分類 される,和
泉市の森林資源やその保全状況について概観する。次に,和 泉市で実施 されている,大 阪府
所有のダム事業用地の森づ くり(以下では,笑働 の森づ くりとする。)の現状 と課題 を明 ら




フォレス ト地区の事例を用いて検討を行っているもの(岡 田ほか[2]),社会関係資本 という概念に
着目し,和歌山県における企業の森の実態調査を踏まえて,森 林管理 コミュニティの組織化に対 して
社会関係資本が どれだけ適用可能かについて検証 しているもの(森 ほか[10]),企業の森づ くりを
CSR活動の一環として位置付 け,そ れらを類型化 し特徴 を明 らかにしているもの(小 林 ほか[3]),
企業 と地域 を結び付ける中間セクターである森づ くりコミッションの役割に着目し,具体的な事例を
取 り上げて,企 業の森づ くりの現状 と課題を明らかにしているもの(小 林ほか[4])な どがあ り,
大学の紀要以外では,例 えば森づ くりにおいて多様な主体が参加できる協働の仕組みを作 りだし,今
後の課題や方向性について検討 しているもの(寺 川[7])が ある。
7)小林ほか[4]で は,森 づ くりが企業 にとって都合の良い形になりがちであ り,地域が求める森林
整備にならない可能性があるため,企 業 との仲介役を果たす中間組織の役割の重要性 を指摘 している。
小林ほか[4]pl～pp2を参考。
8)林業部門との連携 とは,大 阪府が実施 している笑働の森づ くりや和泉市の林業部門の施策が抱える
双方の課題 を互いに補えるように協力することを意味する。また 「持続的な森づ くり」 については,
笑働の森づくりが行われているダム事業用地にとどまらず,マ ンパワーや資金の確保 を通 じて,そ の




を占めている。その うち,人 工林面積は2,055haであ り,森林面積全体の67%を占めている。
人工林針葉樹の蓄積量(立 木体積)は 約45万m3となっている。
現在,人 工林針葉樹 の面積 と蓄積量は,い ずれも泉州地域で最大 となってお り,特に和泉
市域のスギ ・ヒノキの蓄積量は10齢級(51～55年生)が45,000m3と最大である。 しか も10
齢級以上の蓄積量の合計は29万m3である。 このように,和泉市の森林資源においてもスギ ・
ヒノキの伐採時期 を迎えてお り,建築用材だけでなく様々な需要に対応で きる蓄積量に達 し
ている9)。
しか し,高齢化等の影響 により,和泉市全体では,間 伐 を必要 とする面積が約44haある
とされてお り,全 国と同 じ傾向となっている1°)。そこで,以 下では農林業センサスを用いて
林業経営体 と森林資源の保全状況について見てみることにする。
表3は,和 泉市,近 隣市町村及び大阪府全体における過去5年 間の林業経営体の動向を示
している'1)。和泉市は,近 隣市町村の岸和 田市や貝塚市及び大阪府全体 と同様 に減少傾向で
表3林 業経営体数の動向
2005年 2010年 増減率
和泉市 27 22 一18.5
和泉町 1 1 0.0
北池田村 4 3 一25.0
南池田村 2 2 0.0
北松尾村 一 一 一
南松尾村 3 3 0.0
横山村 13 12 一7.7
南横山村 4 1 一75.0
信太村 一 一 一
八坂町 一 一 一
岸和田市 29 17 一41.4
貝塚市 22 13 一40.9
泉佐野市 22 22 0.0
大阪府(計) 695 404 一41.9
出所)2005年,2010年世界農林業 セ ンサス報告書 第1巻 都 道府県別統計書
注)「一」:調査 は行 ったが事実 のない もの を示す。
9)和泉市農林課 「和泉市内産木材利用の手引」p3よ り引用。
10)数値は,和 泉市農林課の担当者への聞き取 りによる。
ll)林業経営体 については,農 林水産省HPの 「用語の解説」より引用。「農林業経営体」の規定のう
ち(3)又は(5)のいずれかに該当する事業を行う者 をいう。(3)権原に基づいて育林又は伐採(立
木竹のみを譲 り受けてする伐採を除く。)を行うことができる山林(以 下 「保有山林」 という。)の面
積が3ha以上の規模の林業(調 査実施年 を計画期間に含む 「林業施業計画」 を策定 している者又は
調査期 日前5年 間に継続 して林業を行い,育 林又は伐採 を実施 した者に限る。)(5)委託を受けて行
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表4森 林のある農業集落における森林資源の保全状況
保全 している 保全 していない
実数 比率 実数 比率 計
和泉市 6 16.7 30 83.3 36
和泉町 一 一 一 一 一
北池田村 一 一 3 100.0% 3
南池田村 3 30.0% 7 70.0% 10
北松尾村 一 一 2 100.0% 2
南松尾村 1 20.0 4 :11'・ 5
横山村 一 一 10 100.0% 10
南横山村 1 50.0% 1 50.0% 2
信太村 1 25.0% 3 75.0% 4
岸和田市 1 8.3 11 91.7% 12
貝塚市 1 12.5 7 87.5 8
泉佐野市 2 28.6% 5 71.4% 7
大阪府(計) 75 17.7 349 82.3 424
出所)2010年世界 農林 業セ ンサス報告書 第1巻 都道府県別統計書
注)(1)森林 のある農業集落 にお ける森林資 源の保全状況 を表す。
(2)「一」:調査 は行 ったが事実 のない もの を示す。
(3)計の値 は森林 のあ る農業集落数 を示 す。
ある。また,和 泉市において,全 体的に他地域 よりも減少率が低 くなっているが,中 には南
横山村のように減少率が75%と高い地域も存在する。
森林のある農業集落における森林資源の保全状況(表4)に ついては,全 体的に 「保全 し
ていない」集落の割合が高 く,そのほとんどが7割 以上 となっている'2)。また和泉市は,岸
和田市や貝塚市 よりも 「保全 していない」集落の割合が低 くなっているが,和 泉市内では北
池田村,北 松尾村,横 山村など全 く保全 されていない農業集落 も存在する。
以上のことから,和泉市の林業経営体 について現状維持のところもあるが,全 体的には減
少傾向にあ り,今後森林が管理されていない地域から荒廃林が少 しずつ拡大 してい く可能性
がある。
3.笑 働の森づ くりの現 状 と課題
まず,笑 働の森づ くりの現状について見てみよう。和泉市 における愼尾川ダム(大 阪府が
事業主体)(図1)に ついては,平 成23年2月に愼尾川の治水対策の見直 しにより 「ダムに
頼 らない河川改修」 に政策転換 し,河川改修によって 「真に水害に強いまち」の実現を目指
すこととなり,ダム建設工事が中止されたことから,ダム事業用地については,森林 を再生 ・









ンボルとなる府民の交流の場 とし,多様 な主体 と地域住民 との交流 を促進することによって
地域活性化を目指すことになった。
この目標を地域住民が中心となって進めていくために,平 成23年4月に横山校区町会連合
会が中心 とな り,横山校区町づ くりプロジェク トチームを設立 した'3)。さらにその下部組織
として,仏 並町大畑,坪 井町,仏 並町の3町 会が主体 とな り,愼尾川上流部勉強会を設立 し
た(図1)。 このような勉強会を重ねることによって町づ くりの計画立案を行 っている。
具体的には,笑働の森づ くりやその周辺の流域の森(緑 のダム)づ くりだけでな く,交流
の場 として農業体験 ゾーンや自然体験ゾーンの設定が計画 されている。これらの計画の うち,
笑働の森づ くりは平成24年4月か ら始 まっており,既 に1年 が経過 している。
笑働の森づ くりは,平成24年度においては2回 雨で中止 となったものの,9月 を除いて,
だいたい月1回 のペースで実施 されている。活動内容 は様々である(表5)。 具体的には,
間伐作業,ベ ンチづ くり,竹の伐採,竹 ポ ットの作成が中心であ り,それ以外にも外来植物
の除去,森 林体験,炭 づ くり,木材加工所の見学,椎 茸の植菌など林業関係のことだけでな
く,環境教育的なメニューも用意されてお り,多様 な主体が参加で きるように工夫されてい
13)このプロジェクトチームは,横 山校区12町会の会長職の方が部会ごとに分かれて担当している。ま
た,このプロジェクトチームでは,森 づくり以外に横山校区全体全域の課題についての調査研究も行っ




第1回 ナル トサ ワギク除去,間 伐作業 約80人
第2回 間伐作業,ベ ンチづ くり等 約60人
第3回 ベ ンチづ くり,ベ ンチ搬出(雨 で中止) 一
第4回 ベ ンチづ くり,ベ ンチ搬出(雨 で中止) 一
第5回 ベ ンチづ くり,ベ ンチ搬出,育 苗ゾー ンづ くり 約70人
第6回 移植,草 刈,ゴ ミ拾 い,森 林体験 約120人
第7回 竹伐採,竹 ポッ ト作成,道 標設置 約70人
第8回 炭焼 き,竹 伐採,竹 ポッ ト作成,ど ん ぐり植え付け 約60人
第9回 竹伐採,竹 ポッ ト作成 約60人
第10回 苗づ くり,間 伐,製 材 ・加工見学 約80人
第ll回 椎茸の植菌,ベ ンチづ くり,泉 北笑働ねっと交流会 約100人
出所)大阪府鳳土木事務所 和泉工区の資料による。
る。
このような森づ くりへの参加者 について,基 本的に地元製材所,行 政(大 阪府 ・和泉市),
大学(桃 山学院大学 ・大阪産業大学 ・大阪府立工業高等専門学校,大 阪府立大学),地域住
民が中心 となって進め られてお り,こ れに他の関係者,例 えば市民や府民,各 種NPO法 人,
行政関係者などが加わる形 となっている。平成24年度は,活 動全体で毎回の参加者が60人以
上を超え,最 も多い時で120人に達 した。 この ように,笑働 の森づ くりはまだ始まったばか
りであるが,1年 が経過 してようや く小 さいながらも産官学民の形が出来上がってきたとい
える。
次に,笑 働の森づ くりの課題について見てみよう。第1に,今 後の活動資金の確保である。
現在,笑 働の森づ くりに関する個別予算がないため,ボ ランティアで参加の学生の交通費等
については,自 己負担 となっている。また,鋸 や鎌,ロ ープ等については,維持管理のため
の消耗品 として可能な範囲で対応 している。これら以外については,様 々な助成金などで対
応を行 っている。具体的には,事 業用地内の作業道設置や植栽基盤整備 については,公 共事
業 として工事発注 し施工中である。 またその後の植栽などについても各種の助成金等で対応
する予定である。さらに今後の森づ くりに関 しても様 々な助成金で対応 してい く予定である。
第2に,1つ 目の課題に関連 して,和 泉市 との資金面での協力関係 についてである。現在,
和泉市からの費用負担はな く,マ ンパ ワーや農林業等における専門知識の助言 という形での
協力に留まっている。
第3に,笑 働の森づ くりへの地域住民の参加は,特 定の人に偏 りがちである。そこで,愼
尾川上流部勉強会は横山校区町会連合会の12町会員に対 しアンケー ト調査 を実施 し,そのう
ちダム計画の直下流部の3地 区(坪 井町 ・仏並町 ・仏並町大畑)の 住民(576人)を対象 に
見てみると,植林 ・間伐等への参加について,「積極的に参加」 と 「できる限 り参加」 と回
答 した人の割合は約29.2%,植林 ・間伐等を行 う組織への募金に関しては,「積極的に参加」
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と 「できる限 り参加」 と回答 した人の割合は約41.5%となっている。このことから,ど ちら
の項 目においても 「わか らない」「無回答」 とした人の割合は約46.9%となっているが,マ
ンパワー とい う直接的な参加に加え,植 林 ・間伐等 を行 う組織に対する募金 といった形での
間接的な参加を表明 している住民が一定程度存在することがわかる。 このような参加意識の
ある住民を如何 に森づ くりに誘導するかを検討する必要がある。
第4に,今 後の運営主体の確立についてである。現在は,主 として府(和 泉工区)が 毎回
の活動内容を検討 してその準備等を行っている。こうした事前準備等 に加えて,森 づ くりの




市域全体が林業活動促進地区に認定 された。林業活動促進地区 とは,将 来にわたって森林 を
健全に維持 ・保全することを目的 として,森 林所有者や木材の伐採 ・搬出 ・加工 ・利用等 に
携わる事業者,地 域住民が連携 して,計 画的に伐採 ・搬出し,木材 を安定的に供給する地区
のことである'5)。この地区で素材生産 された木材は,お おさか材認証制度 によりおおさか材
の認証 を受けることができ,和泉市の林業活動促進地区内の木材について も,市内の認定業
者や大阪府森林組合が製材する と,お お さか材(和 泉産材 「いず もく」)として認証 され
る16)。
和泉市では木材の利用促進に向けて様々な取組 を行っている。市内産木材の利用を市全体
で取 り組むために,庁 内の関係部局で情報交換 を行 っている。具体的には,林務部局は,供
給可能量 ・種類 ・寸法 ・価格 ・活用事例 など,木材 に関する情報を提供するのに対 して,他




度か らスター トした。 これは,森 林所有者または森林経営の委託を受けた者が,ま とまった森林を対
象 として,森 林の施業及び保護等に関する5年 間の計画を作成 し,市町村長等の認定 を受ける制度で




16)この制度は,大 阪府が認定した 「林業活動促進地区」 において生産 された木材を,大 阪府に登録 さ
れている認定事業者がおおさか材 として証明を行 うというものである。和泉市以外にも,例 えば河内
長野市や千早赤阪村でもおおさか材認証制度により,河内長野市 と千早赤阪村産の木材が 「おおさか
河内材」 として認証を受けられる。(河内長野市HPを 参照。)おおさか材認証制度については,大 阪
府HP(http:〃www.pref.osaka.jp/midori/midori/certificationsystem.html)を参考。和泉市では,こ の制
度 とともに,地 域の取組に参画 している8つ の登録製材所と大阪府森林組合により 「和泉市内産木材
安定供給協議会」を設置し,木材利用推進方策を事業者連携で検討 ・実施 している。
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針 も策定 している。この他 に,和泉の木で住まいづ くり事業も行っている。これは,和 泉市
内に市内産木材 を一定量使用 して住宅を建築すると,木材の使用量に応 じた補助金が支給 さ
れるというものである。 また,大 阪府,川 上の和泉市,川 下の高石市,泉 大津市,忠 岡町の
間で,木 材利用の市レベルの話 し合いの場 として泉北チーム会議を発足 し,森づ くりか ら木
材利用 までを行 う循環型林業を目指すとしている(図2)。
さらに,大 阪府,和 泉市,和 泉市林業協議会が連携 して,い ず もくプロジェク トを実施 し
ている17)。これは,市 内産木材の利用拡大や 「おおさか認証材」 のPRを 目的 した地域ブラ
ン ド化の取組である。このプロジェク トでは,市 内産木材のネーミング&ロ ゴマークの募集
や普及啓発活動 を積極的に行 っている。具体的には,和 泉市農林業祭,木 材共販所において,
のぼ りの設置等 により,市内産木材を積極的にアピールすること,保育園で直接木材に触れ
てもらうことで地元木材への理解を促すこと,親子木工教室を開催 して,市 内産木材を実際
に使って木工作業 をすることなどである。これらによって,和 泉産材の認知度の向上 と林業
後継者の創出を目指 している。
このように,和 泉市ではこれまでに木材利用の促進に関する様々な取組を行ってきている
が,現 在,以 下の課題に直面 している。第1に,和 泉産材の認知度 をどのように高めていく
かである。和泉市の木材の愛称とロゴマークについて,市 民 に公募 を行い市内の森林所有者
と製材所か らの投票により決定 したが,次 の仕掛けをどうするかが課題 となっている。第2
17)和泉市林業協議会は森林所有者の集まりで構成されている。
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に,木材価格が低下する中で林家の士気 をどのように高めるかである。これは,森 林施業 と
も大 きく関わっているため,木 材利用 と合わせて考えてい く必要がある。この課題に関連 し
て,第3に,木 材利用を考えた場合には,住 宅利用が林家の収入につながるため,今 後 どの
ように住宅利用 に振 り向けてい くかということも大きな課題である。
5.ま と め
本稿では,和泉市において大阪府が主導で実施 している笑働の森づ くりの現状 と課題につ
いて明 らかにした。この活動は,地 元製材所,行 政(大 阪府 ・和泉市),大学,地 域住民が
中心 となって進められてお り,この活動 に多様な主体が参加 している。これまでに様々な活
動を実施 してきているが,そ の中で課題 も浮 き彫 りになってきた。そこで,以 下では,笑働
の森づ くりを足掛か りとして,持 続的に森づ くりを進めてい くための今後の方向性 について
検討 してい く。
今後は,森 づ くりの活動資金を確保するとともに,活動 を継続させる運営体制 を確立 し,
多様な主体が参画 しやすい環境を整備することが必要である。これは,程 度の差はあるもの
の,先 行研究や事例等で言及されている課題であ り,森林管理の持続性 に関わるものである。
活動資金の確保 について,現 在のところ,笑働の森づ くりにおいて,マ ンパワーや農林業
等の専門知識の助言という面では和泉市の協力はあるものの,費 用負担 における協力はない
という状況である。 したがって,今 後資金面において和泉市 との協力関係 を構築することが
重要である。 このような協力関係を築 くには,森 づ くりを地域振興策 として明確 に位置付け
て,地 域住民が森づ くりに関わる方策 を市に提案 していくといったことが考えられる。つ ま
り,これは,地域住民が主体 となって森づ くりを進めてい くとい うことであり,運営体制の
確立につながってい く。
しか し,現状 としては,笑 働の森づ くりへの地域住民の参加はあまり多 くないため,地 域
住民による運営体制の確立は厳 しい状況である。そこで,前 述の愼尾川上流部勉強会が実施
したアンケー ト調査では,マ ンパワーや植林 ・間伐等を行 う組織に対する募金 といった形で
あれば参加 してもよい とする参加意識のある住民が一定程度存在することが明らかになって
いる。そのため,こ うした参加意識のある住民 を如何 に森づ くりに誘導 してい くかを検討す
る必要がある。
一方,和泉市では平成14年度か ら森林ボランティア養成講座を実施 している。これ と併せ
て,平 成18年度からはボランティア講座修了者の参加により和泉の国の森づ くりやいずみの
18)どちらの活動についても和泉市農林課が主催 している。平成24年度の状況について,和 泉の国の森
づ くりでは,年 間活動回数はll回であり,主 に和泉市父鬼地区を活動場所としている。活動内容は主
に竹伐採 ・ヒノキ間伐 ・枯れ木伐採である。一方,い ずみの森の会自主活動では,年 間活動回数は14
回であり,活動場所は特定されておらず,和 泉市父鬼地区の竹林,エ ネオスの森,松 尾寺公園,お に
ぎり山などで行っている。活動内容は,竹 林整備 ・ヒノキ間伐 ・下草刈 りなどである。
19)企業の森づ くりによる地域への効果については,小林ほか[4]p21を参考。
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森の会自主活動 も実施 してきている18)。このようなボランティア講座修了者 を森づ くりの指
導役 として積極的に参加を促すとともに,森づ くりを核 とした地域振興策を地域住民 と一緒
に検討 してい くことなども考 えられる。
さらに,持続的な森づ くりには企業の参画が必要不可欠である。先行研究や事例では,様 々
な課題があるものの,企 業がホームページなどで森づ くりをPRす ることによって,実 施市
町村のPRに つながった り,社員による経済効果 も少なからずあるといったことが指摘 され
ている19)。
企業を森づ くりに引き付けるためには,そ のPRに加えて和泉産材の認知度を高めていく
ことが求め られる。これは,和 泉市の木材利用の促進に関する取組において現在直面 してい
る課題で もある。前述のように,和泉市域の木材は条件次第ではおおさか材(和 泉産材 「い
ず もく」)とな りうる。 したがって,木 材の普及啓発において,森 づ くりと林業部門や他市
町村 との連携が可能となる。具体的には,地 産地消の視点から,前述 した泉北チーム会議や
いず もくプロジェク ト等を活用 して,大 阪府 と和泉市(川 上)及 び関連市町村(川 下)が 連
携 し,木材利用だけでなく森林保全による多面的機能の維持などの普及啓発を行 ってい くこ
とが考 えられる。
このようにして,和 泉産材の認知度が向上 し,木材の地産地消の機運が高まって くれば,
企業の参画の可能性が出て くると考えられる。 また,川 下の住民が川上の森林保全を支える
といった森林環境税 などを検討 したり,さ らに林業部門との連携によって和泉産材 を用いた
商品を開発 し,その商品を購入 した代金のい くらかを森林保全に割 り当てる仕組みをつ くる
ことが,森 づ くりの活動資金の確保にな り,持続的な森づ くりにつながるのではないか と考
えられる。
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CurrentSituationandProblemsandFutureDirection
ofForestManagementinSuburbanAreas
TAMURAGo
Inrecentyears,especiallyinsuburbanareas,forestmanagementisanurgentissue.Onthe
otherhand,intheareasthatforestmanagementisverydifficult,localgovernmentsserveasan
intermediarybetweenregionalforestryworkersandcooperativesandfirmsandurbanresidents
withhighawarenessofenvironmentalproblems.Theimplementationsitesofthisforestingactiv-
itybyfirmsareincreasingyearbyyear.
Thepurposeofthisstudyistoexamineafuturedirectionofsustainableforestmanagementon
theputtingtogetherpresentconditionsandproblemsofacaseimplementedintheIzumicity.
Topromotesustainableforestmanagement,itisimportantforlocalresidentstotaketheinitia-
tiveinregionaldevelopmentthroughincreasedawarenessoftimberbyworkingtogetherregional
forestindustry.
